
低層住宅地

住宅、アパートが混
在する区画整理済み
の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北130 200 30 35 低層住宅地

-

(都)１中専(60,200)

市内の人口は僅かではあるが増加傾向。社会動態も転入超となっ
ている。

ＪＲ「美濃太田」駅徒歩圏の土地区画整理済みの住宅地。徐々に
住宅が増加している。

個別的要因に変動はない。

相続税対策や遊休地を活用したアパート、賃貸マンション等が見られるが投資効率は総じて低い。また、取引は自用目的が
大半であり需要者は利便性、快適性を価格判断の基準とする傾向にある。一方で近隣地域及びその周辺の土地取引は、利便
性、住環境等を判断基準とした自用取引が中心である。本件では比準価格を標準に収益価格を参考に留めた。標準地との検
討を踏まえ、将来の動向に留意して、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

ＪＲ美濃太田駅の徒歩圏の土地区画整理済み住宅地。未利用地も残るが利便性がよく、徐々に低層住宅の増加が見込まれる。
相対的に地価が高いことから需要が減少しており、地価は若干の下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 51,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

51,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

美濃加茂 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-0.3

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

美濃太田駅
北東 700m

美濃太田
700m

(8)

北6m市道

(都)１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「田島町１－１５－９」

②地積

（㎡）

311

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

51,100 円／㎡

16,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.8 ％ ％

88.8 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

美濃加茂市田島町１丁目７１番

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 5日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

15,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 51,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

41,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ「美濃太田」駅北側の住宅地域。なかでも山手町、田島町、本郷町、新池町等の市内でも比較的品等の
よい住宅地と代替・競争関係が強い。需要層は市内在住の１次取得者が中心で利便性、住環境もよく需要は底堅い。一方で、
画地が広く総額が大きくなることから一気に住宅建築が進む状況にはない。本来総額１０００万円程度の土地には需要が強
いが、当該地域では、１０００万円～１７００万円程度が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

美濃加茂（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

美濃加茂（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

クニタチ鑑定事務所

山村　寛



戸建住宅地

一般住宅の多い住宅
団地（森山団地）

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 150 100 戸建住宅地

-

(都)１低専(50,80)

駅北地区と駅南地区、新興住宅地と旧来からの住宅団地で、それ
ぞれ需要と価格に二極化が見られる。

森山町の中でも、近隣地域の属する森山団地は特に若年世代から
の引き合いが少ない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺に収益物件は殆どなく、戸建住宅敷地としての土地利用が大半である。こうした地域では収益性よりも、居住
環境の快適性、利便性等が重視され、類似の住宅地との比較の観点から土地価格が形成される。よって、本件では市場にお
ける取引実態を反映した比準価格を適正と判断し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

市街地郊外の丘陵地に、昭和４０年代から５０年代にかけて造られた住宅団地である。若年世代の入居が減り、高齢化が進
行しており、地価は当面弱含みで推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 29,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

28,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

美濃加茂 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.8

+4.9

+18.0

+2.0

+10.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

古井駅
北 950m

古井
950m

(8)

南東6m市道

(都)１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「森山町５－１０－２１」

②地積

（㎡）

279

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

28,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.4％ ％

136.4 ］

99.9［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

美濃加茂市森山町５丁目字大木洞１０番２１

+5.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

28,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

美濃加茂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+8.3

-8.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

27,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

100.6 ］

100［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

7,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 28,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

22,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は当市から隣接する加茂郡富加町及び坂祝町にかけての住宅地域一帯と判断される。特に価格牽連性が認めら
れるのは、丘陵地の住宅団地である。需要者は市内及び加茂郡一円の個人が中心。近隣地域を含め、昭和年代に開発された
分譲地は坂が多く、中心市街地から離れているため、近年は引き合いが減っており、高齢化が進行している。中心的な価格
帯は、更地で８００万～１，０００万円程度、建物付きは１，０００万円前後の中古物件が多い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

美濃加茂（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

美濃加茂（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示



低層住宅地

農地の中に一般住宅
等が散在する住宅地
域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北110 100 20 130 低層住宅地

-

(都)(60,200)

市内の人口は僅かではあるが増加傾向。社会動態も転入超となっ
ている。

数区画ミニ開発住宅地の供給が目立ち、既成宅地への需要は弱い。

個別的要因に変動はない。

不動産取引は自用目的が大半であり、賃貸マンション等の収益物件は比較的少なく、あっても遊休地活用・節税対策に依る
ものが大半であり、投資効率は総じて低い。従って、同一需給圏内の価格牽連性のある取引事例を採用した。不動産市場の
実態を反映し規範性が高い比準価格を採用して、収益価格は参考にとどめた。代表標準地、指定基準地との検討を踏まえ、
上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は農地も残る住宅地域として安定的に推移している。一時期に比べ土地取引は徐々に減少しており、下蜂屋地区は
昨年ごろから人口が減少に転じている。地価動向はやや下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 21,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

21,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

美濃加茂 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.8

+15.2

+54.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

加茂野駅
北東 2.5km

加茂野
2.5km

(8)

東6m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

374

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

21,200 円／㎡

3,360 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9 ％ ％

174.2 ］

99.8［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

美濃加茂市蜂屋町下蜂屋字東田１７９６番

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

21,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

美濃加茂 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+15.7

+12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

27,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

128.3 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 5日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

7,930,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 21,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、美濃加茂市内の郊外の住宅地域である。なかでも対象基準地との代替・競争関係は、蜂屋町及び加茂
野町に代表される北部及び北西部地区である。需要者は、１次取得者層が中心である。市場の需給動向は、近時はやや減少
傾向にあるが、同一需給圏内では依然数区画のミニ開発住宅地の供給が見られる。一方で、需要は地価が安いことで維持さ
れている。需要の中心価格帯は土地で概ね５００万円～８００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

美濃加茂（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

美濃加茂（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

クニタチ鑑定事務所

山村　寛



低層住宅地

一般住宅、農家住宅
のほか農地も多く見
られる地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 150 100 100 低層住宅地

-

(都)(60,200)

市内の人口は僅かではあるが増加傾向。社会動態も転入超となっ
ている。

数区画のミニ開発住宅地の供給は依然旺盛であるがやや供給過剰
である。

個別的要因に変動はない。

不動産取引は自用目的が大半であり、賃貸アパート等の収益物件は比較的少なく、あっても遊休地活用・節税対策に依るも
のが大半であり、投資効率は総じて低い。更に対象基準地は戸建用地で、アパート等の収益建物建築に適しておらず、この
ため収益還元法は適用しなかった。本件では比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえ、上記のとおり鑑定評価額
を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

美濃加茂市郊外に位置するが農地等から小規模宅地開発が目立ち、市内でも宅地供給の多い地域。中心市街地より安価で宅
地が入手できることから、需要も底堅く人口は増加傾向にあり、地価は横ばい傾向。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 27,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

26,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

美濃加茂 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.8

-0.2

+37.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

加茂野駅
南西 850m

加茂野
850m

(8)

北東5m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、５
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

194

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

27,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

135.6 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

美濃加茂市加茂野町加茂野字西野２２４番７

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 5日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

5,240,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 27,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、美濃加茂市内の郊外の住宅地域で特に代替・競争関係にあるのは、北部及び北西部の加茂野及び蜂屋
町地区である。需要者は、１次取得者層が中心である。市場の需給動向は、土地取引は若干減少傾向にあるが、取引件数自
体は依然市内で旺盛な地域である。同一需給圏内では依然数区画のミニ開発住宅地の供給が見られるが、需要は市街地より
地価が安いことで維持されている。需要の中心価格帯は土地で概ね５００万円～８００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

美濃加茂（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

美濃加茂（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

クニタチ鑑定事務所

山村　寛



低層住宅地

農地の中に一般住宅
等が散在する住宅地
域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 200 50 100 低層住宅地

-

(都)(60,200)

駅北地区と駅南地区、新興住宅地と旧来からの住宅団地で、それ
ぞれ需要と価格に二極化が見られる。

市全体の人口はほぼ横ばいで推移しているが、牧野地区について
は、この１年間で人口、世帯数共に５％近く増加している。

個別的要因に変動はない。

農地が多い郊外の住宅地のため、近隣地域周辺に賃貸物件は共同住宅程度しかなく、市場も未成熟であることから、賃貸物
件の建築を前提とした収益価格を求めることはできなかった。一方、比準価格は現実の取引事例を価格判定の基礎としてお
り、実証的かつ説得力を有する。類似の住宅地との比較の観点から取引される傾向にあることから、本件では比準価格を中
心に、公示価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当地域は飛騨川左岸に位置し、農地も多く残る開発途上の新興地域である。ミニ分譲も比較的多く、土地需要の増加も見込
まれることから、地価は安定的に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 21,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

21,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

美濃加茂 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.5

+12.8

+51.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

古井駅
南東 2.4km

古井
2.4km

(8)

西5.7m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５．
７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

185

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

21,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

167.8 ］

99.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

美濃加茂市牧野字与次郎１７５３番９

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

21,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

美濃加茂（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.7

+16.5

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

27,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

123.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

4,010,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 21,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は当市及び加茂郡一円の住宅地域一帯と判断されるが、特に価格牽連性が認められるのは、当市ＪＲ高山本線
以北及び下米田町にかけての新興住宅地域である。需要者の中心は市内及び近隣の川辺町や八百津町等の居住者である。農
地が多く残る地域でミニ開発等による宅地供給が盛んに行われており、人口及び世帯数は継続的に増加している。更地分譲
で５００万～７００万円、建物付きで１，０００万円～１，５００万円程度が取引の中心。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

美濃加茂（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

美濃加茂（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示



低層住宅地

農地の中に一般住宅
が散在する住宅地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北180 80 160 160 低層住宅地

-

(都)(60,160)

県下において人口増減率、高齢化率等の一般的要因は相対的に優
るも、地価は緩やかに下落傾向が継続する。

美濃加茂市東部である下米田、牧野地区はいずれも地域要因の変
化に乏しい。

個別的要因に変動はない。

　農地も多く見られる住宅地域で、自用目的の取引が中心である。付近に賃貸住宅等は散見される程度で、収益価格は共同
住宅を想定したが、駐車場確保の必要性と賃貸市場の未熟成等により、土地の利用効率が低い地域事情にあるため相対的に
低廉に試算され参酌するに留めた。したがって、標準地等との検討を踏まえ、比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の通り
決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

周囲には農地を開発した戸建分譲が散見されるが、旧集落は土地取引動向はかなり鈍い。地価は地域の高齢化等による衰退
を受け弱含み基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 20,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

19,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

美濃加茂 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+17.1

+48.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

古井駅
北東 2.9km

古井
2.9km

(8)

西3.3m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位　北　　
３．３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

378

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 360  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

19,900 円／㎡

8,210 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

182.0 ］

99.8［ ］ 99.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

美濃加茂市下米田町東栃井字石倉１８４番３

0.0

-1.0

方位

形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

19,900

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

美濃加茂 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.9

+17.6

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

27,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

133.3 ］

99.3［ ］ 99.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 3日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

7,520,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 19,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏の範囲は美濃加茂市内の住宅地であるが、特に対象基準地の存する下米田地区、牧野地区等美濃加茂市東部の
住宅地域との代替競争関係が強い。需要者は、農地を開発した戸建分譲地を中心に周辺市町村からの勤労者であるが、現在
の需要は総じて弱い。取引総額の価格帯は規模によりばらつきがある。需要の中心価格帯は土地で７５０万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

美濃加茂（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

美濃加茂（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

みずほ不動産鑑定事務所

水野隆吾



低層店舗地

店舗、営業所等が建
ち並ぶ幹線道路沿い
の商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 70 50 300 低層店舗地

-

(都)(60,200)

景気は緩やかに回復傾向から停滞傾向にあり、市内における企業
進出撤退も激しい。地価は横ばい乃至下落が継続する。

店舗集積と面的展開がみられ、路線商業地域として熟成が進む。

個別的要因に変動はない。

　近隣地域及びその周辺の路線商業地域における店舗は事業用借地または建物リースバック方式（建築協力金方式）による
ものが殆どであり、結果として収益価格は、土地価額に見合う価格には達していない。比準価格は、ややバラツキがあるも
のの市場動向を反映し規範性が認められる。したがって、比準価格を標準とし、収益価格を関連づけ、地代の動向及びその
利回り等を参考にし、標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

国道４１号線や同２４８号線のバイパス整備に伴い、中濃地区有数の路線商業地域として熟成しつつある。中央分離帯の有
無等による選好性もみられるが、今後も店舗進出が予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 59,800 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

59,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

美濃加茂 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+0.1

-18.0

+7.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

美濃太田駅
北西 500m

美濃太田
500m

(8)

西15m県道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

中濃地区の交通の要衝とし
て、道路整備が進み、熟成
しつつある路線商業地域。

１５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

999

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

28.0  ｍ、　奥行　約 34.0 ｍ、　規模 950  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

60,800 円／㎡

38,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

53,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

87.8 ］

98.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

美濃加茂市山手町１丁目８０番

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 3日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

59,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 59,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ高山本線美濃太田駅北側の幹線道路沿線の商業地域を中心に、美濃加茂市内全域の商業地及びその周辺の
地域。需要者は、市内事業者の他全国展開の店舗チエーンなどである。新規出店も依然見られる。事業者は定期借地権によ
る土地利用が大半で、総じて６０，０００円／㎡前後と推測されるも、土地取引自体は少なく、供給が少ないため、取引事
情により価格が上振れする可能性もある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

美濃加茂（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

美濃加茂（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

みずほ不動産鑑定事務所

水野隆吾



工場地

美濃加茂Ｉ．Ｃに近
接した中小工場が建
ち並ぶ新興の工業団
地

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北300 200 200 300 工場地

-

(都)工業(60,200)

６月の日銀短観によれば、中部地区の製造業全体の業況判断指数
は、やや悪化したものの、生産機械等の７業種では逆に改善した。

近隣及び周辺地域は完売状態で、地域要因に特段の変化は認めら
れない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、実際に市場で成立した取引事例を価格判定の基礎とするもので、実証的かつ説得力を有する。一方、近隣地域
は自社所有の工場等を主体とする工業地域であり、賃貸物件は殆どないため、賃貸物件を建設想定する収益還元法は非適用
とした。以上により本件では、比準価格を中心に周辺工業地の公示地、基準地との価格的均衡等を勘案し、代表標準地との
検討も踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

工場

当地域及び隣接する中蜂屋工業団地に進出している企業は、地元市民の雇用創出に加え、駅北地区の発展に大きく寄与して
おり、交通インフラの整備に伴って、今後も安定的に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 22,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

22,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 1

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+13.3

-1.0

0.0

+24.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

美濃太田駅
北 3km

美濃太田
3km

(8)

南11.5m市道､
東側道

(都)工業
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない １１．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

14,852

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

100.0  ｍ、　奥行　約 150.0 ｍ、　規模 15,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

22,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

30,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

140.5 ］

100.5［ ］ 102.9［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

美濃加茂市蜂屋台１丁目５番１６

-2.0

+5.0

形状

角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

328,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 22,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は東回りの東海環状自動車道路沿線の工業地域一帯と判断される。需要者は輸送コスト面から名古屋方面への交
通アクセスを重視する製造業や流通・倉庫業が中心で、県外からの参入も多い。昨年と比べるとやや景気に減速感が見られ
るものの、生産機械等の一部製造業では昨年同様の業績を維持している企業もある。市内の工業団地は完売状態で、進出企
業の撤退や新たな供給もないため、需要の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

美濃加茂（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

美濃加茂（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示


